
２０１９年９月

地域密着型金融の推進および

金融仲介機能の発揮に向けた取組み状況
（２０１８年４月～２０１９年３月）



Ⅰ．地域密着型金融の推進および金融仲介機能発揮に向けた取組み方針 ・・・・・・・・ 1

Ⅱ．金融仲介機能発揮のための取組み概要 ・・・・・・・・ 2

Ⅲ．お取引先（事業を営んでいるお客さま）の状況 ・・・・・・・・ 3

Ⅳ．地域密着型金融推進計画および金融仲介機能の発揮に向けた取組み状況

１．円滑な事業資金の提供 ・・・・・・ 4～ 5

２．お客さまへのコンサルティング機能の発揮 ・・・・・・ 6～11

３．地域経済の活性化に向けた取組み（面的再生への積極的な参画） ・・・・・・ 12～14

４．専門的な人材育成への取組みや積極的な情報発信 ・・・・・・・・ 15

（巻末資料）金融仲介機能のベンチマーク（2019年3月末） ・・・・・・・・ 16

目 次



◆ 当行は、２０１８年４月よりスタートした中期経営計画「とうほう“健康バンク・健全バンク”計画」（計画期間：２０２０度まで）におき

まして、「ふるさと総活躍実現のための積極的貢献」「地域・お客さま第一を基本とした営業戦略の推進」「変化する経営環境に打ち勝つ健

全な経営体質の確立」「地域・お客さまの成長を担う人材の育成」「働き方大改革推進によるいきいき職場づくり」の５つの基本方針を掲げ、

各種施策への取組みを進めています。

地域密着型金融の推進にあたっては、この「とうほう“健康バンク・健全バンク”計画」および「地域密着型金融に関する基本的考え方」を

踏まえ、３項目の取組みを進めております。

◆ また、「金融仲介機能のベンチマーク」を活用し、金融仲介機能のさらなる発揮に努めております。

【地域密着型金融に関する基本的考え方】

お客さまへのコンサルティング
機能の発揮

お客さまと日常的・継続的な関係を強化す
るとともに経営目標の実現や経営課題の解決
に向けて、外部機関と連携しながらお客さま
のライフステージに応じた最適なソリュー
ションを提案します。

地域の面的再生への積極的な参画

地方公共団体等と連携し、地域における成
長分野の育成や産業集積による高付加価値化
など地域の面的再生に向けた取組みに積極的
に参画していきます。

専門的な人材育成への取組みや
積極的な情報発信

コンサルティング機能の発揮や地域の面的
再生への積極的な参画への取組みを支えてい
くための専門的な人材の育成と積極的な情報
発信に努めていきます。

・地域との密接なリレーションシップを築き、
地域経済の発展と地域の人々の豊かな暮らしづ
くりに貢献していきます。
・お客さまの経営支援や地域経済の活性化と福
島の復興に取組みます。
・地域密着型金融のさらなる推進を図りながら、
お客さまから選ばれ続ける銀行を目指します。

【中期経営計画】

計画名称

基本方針

１

Ⅰ．地域密着型金融の推進および金融仲介機能発揮に向けた取組み方針



◆ お取引先の成長・経営改善や地域における取引拡充を図るため、経営課題やニーズに応じたさまざまなソリューションの提供を行います。

経営課題・
ニーズの
把握

お客さまの
事業性理解
と対話

ライフステージに応じたソリューション提供・支援

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

円滑な事業資金の提供

経営課題提案型営業

事業再生支援

お客さまの事業性理解と対話に基づく融資

担保・保証に過度に依存しない融資

企業誘致支援

ビジネスマッチング

事業承継支援・Ｍ＆Ａ

創業支援

お取引先の
収益性の改善
・雇用の拡大

地域における
事業者との
取引拡大

営業店

営業本部・総合融資部

外部機関・外部
専門家との連携

金融仲介機能のベンチマーク（注）の活用
（取組み状況の自己評価、取組み強化等の体制見直し、お取引先への分かりやすい情報提供）

（注）取引先企業のニーズや課題に応じた融資やソリューション（解決策）の提供等、金融機関における金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価できる多様な指標のこと

専門的人材
の育成

２
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◆ お客さま本位のサービスの徹底によって、お取引先数やメインお取引先数の拡大を図っています。

◆ あらゆるライフステージのお客さまと、経営状況に合わせたさまざまな取引を推進します。

◆ 金融仲介機能の発揮によって、お客さまの成長と改善に貢献します。

◆お取引先数の推移【ベンチマーク】

○お客さま本位のサービスを心掛け、本業支援
と新規融資支援に取組み、お取引先は1万4千
先まで着実に増加

（単位：先）

◆ライフステージ別の融資取引先数【ベンチマーク】

※創業期は創業５年以内、成長期～低迷期は売上増加率により区分、再生期は貸出条件変更先
および延滞先。

○創業５年以内の企業への融資取組みは1,793先
○売上順調な先（成長・安定期）のお客さまは融
資取引先の7割超

○経営改善支援への取組みにより再生期のお客さ
まは前年同期比7先減少

◆経営指標の改善した融資取引先数【ベンチマーク】

※売上高、営業利益率、労働生産性、雇用者数のいずれかが前年度比改善した先

○経営課題提案型営業などによりお客さまのニー
ズ・課題に積極的に対応した結果、メイン先の
７割以上のお客さまが経営指標が改善

（単位：先、億円）

（単位：先）

2017年3月末 2018年3月末 2019年3月末 増減

お取引先数 14,003 14,298 14,892 ＋594

内、福島県内 12,071 12,193 12,559 ＋366

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期 計

先数 1,793 1,113 8,990 692 1,068 13,656

ご融資残高 2,243 1,538 10,824 465 684 15,754

メインお取引先 うち経営指標が改善した先

先数 7,748 5,767

ご融資残高 7,265 5,699

３
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（１）お客さまの事業性理解と対話（＝事業性評価）に基づく融資

◆ 当行では、お客様さまの事業や成長可能性を正しく理解するためお客さまの「ビジネスモデルマップ」を作成しています。

◆ 事業内容やニーズ・課題の把握から、スピード感をもってお客さまへのご提案を行い、新規融資や本業支援につなげていく

ことで、お客さまの収益性の改善や地域雇用の拡大を目指します。

お客さまの事業性理解と対話の取組み

○ビジネスモデルマップの作成は当行独自の事業性評価方法であ

り、効果（質）の高い提案と実行につなげるスピード感を重視

○事業性評価と対話に基づく融資残高は4,909億円で前年同期比

513億円増加

お客さまの事業性理解と対話に基づく融資状況【ベンチマーク】

資金使途に合わせた短期融資の実行額【ベンチマーク】

○資金繰りの安定化につながる短期融資実行額は

運転資金全体の28.4％

１．円滑な事業資金の提供

事業内容やニーズ
・課題の把握

経営課題提案と
お客さまとの対話

経営課題解決策の
実行・支援

お客さまの収益性
の改善・雇用の拡大

ビジネスモデルマップ

（お客さまの商流や課題・ニーズを記載）

2017年3月末 2018年3月末 2019年3月末 増減

ご融資先数 2,038 3,302 4,279 ＋977

ご融資残高 3,603 4,396 4,909 ＋513

◆事業性理解と対話に基づく融資先数、融資残高 （単位：先、億円）

2017年3月末 2018年3月末 2019年3月末 増減

運転資金融資全体 10,487 10,171 9,261 ▲910

内、短期融資実行額（割合） 2,723（26.0%） 2,923（28.7%） 2,630（28.4%） ▲293（0.3）

◆運転資金に占める短期融資の割合 （単位：先、億円、％）
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（２）担保・保証に過度に依存しない融資

◆ ご融資の取り上げ判断については担保・保証に過度に依存することなく、お取引先の事業内容や返済能力等を重視。

◆ 経営者保証の必要性は「経営者保証に関するガイドライン」に基づき、お取引先の経営状況と保証提供の意向を踏まえ

判断しています。

※「経営者保証に関するガイドライン」は、保証契約の合理的なあり方を示すとともに、債務整理を公正かつ迅速に行うための準則として、経営者保証に関する

ガイドライン研究会（全国銀行協会および日本商工会議所が事務局）が公表したガイドライン。

○事業性評価により事業内容や返済力を重視した審査に

より、担保なしで融資しているお取引先は6,633先、

担保なしでの融資額は3,109億円

○担保なしで融資している取引先は全体の約6割

担保なしの融資状況【ベンチマーク】

経営者保証に関するガイドラインの活用状況【ベンチマーク】

○経営者保証の必要性は「経営者保証に関するガイドラ

イン」に基づき適正に判断

○2018年4月～2019年3月までに保証人なしで新規に

融資した件数は1,887件で全体の13.4％に上昇

１．円滑な事業資金の提供

2018年3月末 2019年3月末 増減

無担保融資先数（割合） 6,822（59.0%） 6,633（58.4%） ▲189（▲0.5）

無担保融資額（割合） 2,856（39.8%） 3,109（41.5%） ＋253（＋1.7）

◆福島県内の中小企業融資先における

無担保融資先数、融資額と全体に占める割合 （単位：先、億円、％）

2017年4月
～2018年3月

2018年4月
～2019年3月

増減

無保証融資先 1,919 1,887 ▲32

全体に占める割合 12.2% 13.4% ＋1.2

◆中小企業融資先における

保証人なしで新規に融資した先数と全体に占める割合 （単位：先、％）
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2018年度実績 累計実績

ふるさとファンド １先／１０百万円 １１先／３６０百万円

ふるさとローン ６先／１１百万円 ７先／１４百万円

（１）創業・新事業開拓を目指すお客さまへのサポート

○2016年４月より2号ファンドとなる「とうほう・ふるさと総活

躍応援ファンド」および「とうほう・ふるさと総活躍応援

ローン」を創設

○2017年7月に「とうほう事業承継ファンド」を創設

「とうほう・ふるさと総活躍応援ファンド」「同総活躍応援ローン」への取組み

○お客さまの新たな資金調達ニーズや風評被害の払拭等へ

の対応として、ミュージックセキュリティーズ㈱と業務提携

○2014年度より募集を開始

「クラウドファンディング」への取組み

累計実績：２６件／８３百万円

「とうほう“起業家応援”相談会」の開催

２０１８年度実績：１２回開催、のべ参加組数１１１組

○起業や新事業参入を目指すお客さまを長期的に支援する

ことを目的として、福島県よろず支援拠点や福島県中小企業

診断協会等と連携し、毎月１回定期的に開催

○補助金、助成金の申請書作成を支援

２．お客さまへのコンサルティング機能の発揮

創業期のお取引先へのサポート状況（2018年度）【ベンチマーク】

資金面
新規融資先 737先

ベンチャー投融資先 1先

その他
創業計画策定を支援した先 8先

支援機関を紹介した先 1先

○2016年度より新たな取組みとして「とうほう創業支援塾」

を開催。2018年度は8先の創業計画策定をサポート

○新規融資支援先数も737先で資金面でもサポート

６
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（２）成長段階における更なる飛躍が見込まれるお客さまへのサポート①

「環境・再生可能エネルギー分野」への取組み

○個別マッチングのほか、食関連の大規模商談も開催

ふくしまフードフェア２０１８

参加企業約１２０社

○商取引先以外でも、人材派遣会社紹介などにより、

事業展開を統合的にサポート

２．お客さまへのコンサルティング機能の発揮

【融資件数・金額の推移】（億円） （件）
種 類

太陽光、風力

水力､バイオマス

累 計
融資件数

５１６件

累 計
融資金額

１,６６５億円

（２０１９年３月末現在）

○大型案件も含めて再生可能

エネルギー案件に積極的に対応

○地域の産業創出・成長産業支援

に積極的に関与

企業誘致へ向けた取組み（２０１８年度）【ベンチマーク】

販路開拓・経営人材紹介（２０１８年度）【ベンチマーク】

２０１８年度：企業誘致支援先数 １０先

第５回ふるさと応援「在京福島県経済人の集い」
総勢約３００名参加

○国や県の企業立地補助金の活用を提案・採択と

なったお取引先のうち、新規融資先は５先

○福島県に縁のある首都圏在住の経済人と県内自

治体との交流の場を創出し、企業誘致を促進

販路開拓サポート
国内販路開拓成約 １４

海外販路開拓成約 １０

経営人材・専門人材紹介 人材派遣会社紹介 １３

融資件数

融資
金額

７

Ⅳ．地域密着型金融の推進および金融仲介機能の発揮に向けた取組み状況

於：帝国ホテル



○県産品の消費拡大・風評払拭に向けた取組みとして、福島県・

福島県酒造協同組合・復興庁の後援、三菱地所㈱の協力を得て、

東京「丸ビル」でふくしまの地酒や県産品をＰＲ

○県産品の消費拡大につながる通販事業は、震災以降風評被害払拭にも貢献

入場者数：約１,５００人
地酒セット販売数：約１,３００セット

（２）成長段階における更なる飛躍が見込まれるお客さまへのサポート②

○お取引先の海外事業・販路拡大に向けて、２ヵ国で商談会を開催

商談開催国 ： タイ、中国

累計販売個数：２０７千個
累計販売金額：８３０百万円

【２０１９年３月末までの累計】

２．お客さまへのコンサルティング機能の発揮

海外商談会の企画・開催

「ふるさと応援 ふくしま酒まつり」の開催

復興支援通販事業の企画・実施

Mfairバンコク2018

ものづくり商談会お取
引先 7社出展

（2018年6月）

８

Ⅳ．地域密着型金融の推進および金融仲介機能の発揮に向けた取組み状況

於：東京「丸ビル」2019年4月11日～12日開催



○事業承継における後継者問題への対応策等として、

｢譲渡・譲受企業の直接紹介｣、｢Ｍ＆Ａ専門業者の

斡旋｣、｢アドバイザリーサービスの提供｣を実施

２．お客さまへのコンサルティング機能の発揮

（３）事業承継が必要なお客さまへのサポート①

○営業店と本部が連携し、課題解決に向けたサポートを実施

○コンサルティング会社と連携し、お取引先ごとのサポート体制を構築
２０１８年度支援先数：４１６先

２０１８年度塾生数:１４名（うち 女性４名）

累計：１５１名（うち女性２２名）

２０１８年度相談対応先数：９８先
うちＭ＆Ａ実行先８先

「事業承継支援」への取組み（２０１８年度）【ベンチマーク】

「Ｍ＆Ａ業務」への取組み（２０１８年度）【ベンチマーク】

「とうほう次世代経営塾」の開催

日本Ｍ＆Ａセンター主催「バンクオブザイヤー表彰」

2014年：バンクオブザイヤー（最高賞）

2015年：ディールオブザイヤー・特別賞（成約案件優秀賞）

2016年：地域貢献大賞

2017年：地域貢献大賞

2018年：特別賞

５年連続受賞

○次世代経営者（後継者）の育成支援や人脈構築

の場の提供を目的に2013年に開講

○２０１８年度は過去の受講生を対象とした「アフ

ターフォロー塾」として開講。
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２．お客さまへのコンサルティング機能の発揮

（３）事業承継が必要なお客さまへのサポート②

○東北各地域で地域密着の結婚相手紹介サービスと婚活支援等

を展開しているマリッジパートナーズ社と提携し、後継者不

在などの事業承継問題の課題解決を支援

○後継者不在や経営幹部人材不足等の課題解決に向け、経営人

材・専門人材等を積極的に紹介

○東北地銀で初となる「遺言信託・遺産整理業務」の

取扱いを2017年6月に開始し、お客さまの円滑な

資産承継・相続対策ニーズにワンストップで対応

事業後継者の婚活支援・経営幹部人材確保支援

「遺言信託・遺産整理業務」の取扱開始

婚活支援紹介実績

２０１５年度 １１件
２０１６年度 １１件
２０１７年度 １４件
２０１８年度 ６件

人材確保支援紹介実績

２０１５年度 ２９件
２０１６年度 ４０件
２０１７年度 ２３件
２０１８年度 ５０件

東北地銀｢初｣･唯一

相談件数 2,644件

（2017年6月～201９年3月）
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遺言作成サポートサービス

• 財産台帳作成

• 資産配分案の検討

• 資産承継のための報告書作成

遺言信託

• 遺言書作成のご相談

• 遺言書保管

• 遺言書に基づく遺産分割手続き

遺産整理業務

• 相続財産調査･財産目録作成

• 遺産分割協議書作成アドバイス

• 遺産分割手続きの実施

遺言作成ｻﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ・
遺言信託

遺産整理業務

成約累計
件数

249件 14件

（2019年3月末）



（４）経営改善、事業再生等を必要とされるお客さまへのサポート

○中小企業再生支援協議会や認定支援機関等、外部機関の

活用による再建計画の策定支援等により地域雇用を確保

○復興支援ファンドを積極的に活用したリスクマネー供給

の取組みを強化

○東京電力賠償金の終了により、業況悪化が懸念されるお

客さまに対して個別に支援取組み方針を策定しサポート

を強化

企業数 従業員数 融資額

支援協議会 １５先 １，０１６人 １３６億円

地域経済活性化支援機構 ６先 １，６２７人 １４６億円

その他私的再生 ２７先 ３，２６８人 ３０８億円

法 的 再 生 ６先 １，７６６人 ２２５億円

合 計 ５４先 ７，６７７人 ８１５億円

○経営改善、事業再生等を必要とされる

お客さまへも円滑な資金供給を実施

○資金供給だけではなく、お客さまの経

営課題解決に繋がるよう経営支援に取

組み

【201８年度までの事業再生支援の実績】

２．お客さまへのコンサルティング機能の発揮

「事業再生支援」への取組み

円滑な資金供給への取組み実績

復興支援ファンド（総額） 2019年3月末までの実績

ふくしま応援ファンド（50億円）

34件／73億円東日本大震災中小企業復興支援ファンド（88億円）

ふくしま復興・成長支援ファンド（50億円）

【ベンチマーク】 2018年度実績

お借入れ条件の変更を行っているお客さまへの新規融資 230先／87億円
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３．地域経済の活性化に向けた取組み（地域の面的再生への積極的な参画）

（１）地域経済の活性化と文化振興への取組み

○証券会社ならではの多様かつ専門性の高い金融商品やサービスを

提供し、当行との連携によりお客さまの資産形成等をお手伝い

とうほう証券株式会社

店舗ネットワーク

福 島 支 店：当行本店営業部内

郡 山 支 店：当行郡山営業部内

会 津 支 店：当行会津支店内

いわき支店：当行いわき営業部内

原町営業所：南相馬市内

＜福島県文化センター＞

【愛称】とうほう・みんなの文化センター

期間：２０１６年４月～２０２１年３月

○地域のスポーツ・文化活動の振興を図ることを目的に福島県が所有する

スポーツ・文化施設のネーミングライツ（命名権）を取得

「ネーミングライツ」の取得

＜県営あづま陸上競技場＞

【愛称】とうほう・みんなのスタジアム

期間：２０１３年５月～２０２３年３月

東北・北海道地区

｢初｣の地銀系証券
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お客さま

とうほう証券

東邦銀行

【金融商品仲介を行う登録金融機関】①取引の勧誘

②お申込み

④金銭など
の授受

⑤各種報告書
の郵送

③申込の伝達･
書類送付等

【委託金融商品取引業者】

お客さま証券口座



（２）地方創生に向けた取組み

○地域の産業発展に向けた投資ファンド

当行独自の「投資ファンド」への取組み

３．地域経済の活性化に向けた取組み（地域の面的再生への積極的な参画）

空き家対策に向けた連携

○当行・福島市および関係団体による連携協定締結

○空き家対策について、関係機関が連携し発生の未然防止、

適正管理、流通および活用等の総合的な対策を推進

県内自治体の地方創生への取組み支援

○「地方版総合戦略」の策定・実現をサポートすることを目的に、

当行独自の地方創生セミナーを開催

県内自治体のニーズに応じた
具体的な取組みをサポート

マリッジパートナーズと連携し、
婚活支援策を提案

県内自治体の「地方版総合戦略」推進をサポート

○県内全自治体への訪問活動展開により、自治体の地方創生へ向けた

取組みをサポート

【連携協定締結団体（11団体）】
当行 福島市 福島県弁護士会福島支部
福島県司法書士会 福島県行政書士会
福島県土地家屋調査士会
(公社)福島県不動産鑑定士協会
(公社)福島県宅地建物取引業協会福島支部
(公社)全日本不動産協会福島県本部
福島県建築士会福島支部
(公社)福島市シルバー人材センター ＜ 連携協定締結式 ＞
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⇒ 創業期や成長分野などのお客さまを積極的に支援

福島県・宮城県・東京都の11企業に投資

「とうほう・ふるさと総活躍応援ファンド」

（2016年4月～）投資枠１０億円

⇒ 東北地銀で初めてゆうちょ銀行と連携。事業承継局面における

株式の集約ニーズのあるお客さまを支援

「とうほう事業承継ファンド」(2017年8月～) 投資枠 ５億円

「ふるさと産業躍進ファンド」(2018年９月～) 投資枠 総額３０億円

⇒ 日本政策投資銀行と連携し設立。成長･成熟局面にある企業に対し、

資本的性格を有する劣後ローンなどの資金供給手法等も活用し支援



○東日本大震災により、避難を余儀なくされているお客さまへ金融サービスを提供する

目的で２０１５年４月に導入。

（３）震災からの復興に向けた取組み

移動店舗車「とうほう・みんなの移動店舗」による営業

○臨時休業していた楢葉支店、小高支店、富岡支店・大熊支店、

浪江支店・双葉支店、全ての店舗が再開

お客さまへの金融サービス提供を目的とした店舗の再開

「福島産業復興機構」「東日本大震災事業者再生支援機構」の有効活用

○両機構との連携強化、債権買取により東日本大震災や

原発事故で被害を受けたお客さまの事業再生を積極的に

支援

買取決定・買取実行済

福島産業復興機構 ３１先

東日本大震災事業者再生支援機構 ３５先

計 ６６先

【２０１９年３月末時点の活用状況】

３．地域経済の活性化に向けた取組み（地域の面的再生への積極的な参画）

【店舗再開】

富岡支店･大熊支店
（2017年4月6日）

【店舗再開】

浪江支店･双葉支店
(2017年6月16日)
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○地域経済の発展を支える人材育成の強化を目的

として、同施設内に営業店と同様の事務機器等

を備えた模擬店舗を設置

４．専門的な人材育成への取組みや積極的な情報発信

研修所「とうほう庭坂キャンパス」

○Ｍ＆Ａをはじめとする事業承継や国際業務、プロジェクトファイナンス等の業務習得のために、外部機関へ行員を

積極的に派遣し、専門的な人材を育成

「外部機関への派遣」による専門的な人材の育成

○当行の地域密着型金融の推進および金融仲介機能の発揮に向けた取組み状況

については、今後も継続して情報を発信

「地域密着型金融の推進および金融仲介機能の発揮に向けた取組み状況」の積極的な情報発信

＜主な派遣実績＞

国・県・市などの官公庁、メガバンク等金融機関、大手商社、大手Ｍ＆Ａ仲介業者 等

＜情報発信機会等＞

インターネットホームページ、ディスクロージャー誌、

お客さま向け業況説明会 等

東北地銀 初！

「模擬店舗」

窓口業務を実際の設備で

学ぶことができる

１５

Ⅳ．地域密着型金融の推進および金融仲介機能の発揮に向けた取組み状況



（巻末資料）金融仲介機能のベンチマーク（２０１９年３月末）
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2017/3 2018/3 2019/3 比較 2017/3 2018/3 2019/3 比較

福島県 12,071 12,193 12,559 366 取引先⇔地元 11 12 1 ▲ 11

福島県以外 1,932 2,105 2,333 228 取引先⇔地元外 15 17 13 ▲ 4

計 14,003 14,298 14,892 594 取引先⇔海外 3 1 10 9

2017/3 2018/3 2019/3 比較 2017/3 2018/3 2019/3 比較

1,730 1,870 1,793 ▲ 77 紹介数 10 9 13 4

1,572 2,108 2,243 135 2017/3 2018/3 2019/3 比較

1,296 1,259 1,113 ▲ 146 先数 3 1 0 ▲ 1

1,758 1,474 1,538 64 2017/3 2018/3 2019/3 比較

8,753 8,957 8,990 33 先数 377 421 416 ▲ 5

11,359 11,558 10,824 ▲ 734 2017/3 2018/3 2019/3 比較

556 613 692 79 先数 5 9 8 ▲ 1

412 348 465 117 2017/3 2018/3 2019/3 比較

1,162 1,075 1,068 ▲ 7 ＲＥＶＩＣ 1 0 2 2

688 650 684 34 支援協 13 11 7 ▲ 4

13,497 13,774 13,656 ▲ 118 2017/3 2018/3 2019/3 比較

15,791 16,138 15,754 ▲ 384 条件変更総数 1,098 1,001 988 ▲ 13

2017/3 2018/3 2019/3 比較 好調先 47 32 40 8

先数 7,687 7,759 7,748 ▲ 11 順調先 54 53 68 15

融資残高 6,586 7,094 7,265 171 不調先・未作成 997 916 880 ▲ 36

2017/3 2018/3 2019/3 比較 2017/3 2018/3 2019/3 比較

先数 6,083 5,845 5,767 ▲ 78 本業支援 13 31 24 ▲ 7

当年度末 5,308 5,512 5,699 新規融資 192 176 230 54

前年度末 4,876 5,239 5,599 2017/3 2018/3 2019/3 比較

前々年度末 4,447 4,555 5,091 地元中小企業先数 11,446 11,566 11,351 ▲ 215

2017/3 2018/3 2019/3 比較 融資残高 6,603 7,179 7,491 312

先数 2,038 3,302 4,279 977 無担保融資先数 6,766 6,822 6,633 ▲ 189

（先数割合） 15.1% 24.0% 31.3% 7.3% 融資残高 2,532 2,856 3,109 253

融資残高 3,603 4,396 4,909 513 （先数割合） 59.1% 59.0% 58.4% ▲0.5%

（残高割合） 22.8% 27.2% 31.2% 4.0% （残高割合） 38.3% 39.8% 41.5% 1.7%

2017/3 2018/3 2019/3 比較 2017/3 2018/3 2019/3 比較

計画策定 26 13 8 ▲ 5 活用件数 1,671 1,919 1,887 ▲ 32

プロパー融資 681 653 544 ▲ 109 （件数割合） 10.6% 12.2% 13.4% 1.2%

保証協会融資 210 195 193 ▲ 2 2017/3 2018/3 2019/3 比較

支援機関紹介 9 12 1 ▲ 11 運転資金額 10,487 10,171 9,261 ▲ 910

ベンチャー投資 3 3 1 ▲ 2 短期融資額 2,723 2,923 2,630 ▲ 293

2017/3 2018/3 2019/3 比較 （短期割合） 26.0% 28.7% 28.4% -0.3%

先数 19 3 10 7

事業性評価に基づく融資を行っている与信先数（融資先
数）、及び融資残高（全先に占める割合）

単位：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社

創業支援先数
※支援内容別・１取引先に対する重複あり

単位：社

地域別の取引先数の推移

単位：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社、億円

メイン取引先数、及び融資残高

単位：社、億円

メイン取引先のうち経営指標が改善した先

上記先における融資残高の推移

単位：社、億円、％

ライフステージ別の与信先数（融資先数）、および融資額
（上段：先数）
（下段：金額）

創業期

成長期

安定期

低迷期

再生期

計

単位：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社

地元への企業誘致支援先数

単位：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社

販路開拓を行った先数

単位：人

中小企業に対する経営人材・専門人材等の紹介数

（注）単位の説明：「社」＝お取引先１社（名）単位で算出　「ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社」＝お取引先の企業グループ単位で算出

単位：社、億円

単位：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社

外部専門家を活用して本業支援を行った取引先数

単位：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社

事業承継支援先数

単位：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社

Ｍ＆Ａ支援先数

単位：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社

地域経済活性化支援機構（ＲＥＶＩＣ）、中小企業再生支援
協議会（支援協）の利用先数

単位：件、％

経営者保証に関するガイドラインの活用件数（割合）

単位：億円、％

運転資金に占める短期融資（割合）

単位：ｸﾞﾙｰﾌﾟﾍﾞｰｽ社

中小企業の条件変更先に係る経営改善計画の進捗状況

単位：社

条件変更先に対する本業支援・新規融資を行った先数

単位：社、億円、％

地元の中小企業融資先のうち無担保融資先数と融資残高（先
数割合、融資残高割合）


